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はじめに 

わが国は、少子化による人口減少や人生 100年時代といわれる長寿化、新しい社会

Society5.0 の到来など、今大きな変化の時を迎えています。一方、地域においては、

一人親世帯の増加等を背景にした貧困問題や、人と人とのつながりの希薄化による社

会的孤立の拡大など多様化・複雑化する課題に対し、住民が主体的に参画し、持続可

能な地域づくりを進めることが求められています。 

地域住民一人ひとりがより豊かな人生を送ることができる地域づくりを進めるた

めには、行政だけでなく、学校や企業、ＮＰＯ等の民間団体など様々な主体が、それ

ぞれの立場から地域課題の解決に向けた取組を行うことが必要です。 

平成 30 年９月６日に発生した北海道胆振東部地震は、札幌市内でも震度６弱を観

測し、さらには全道約 295万戸が停電するブラックアウトになったことで、市民にと

って経験したことのない想定を超えた事態となり、生活に大きな影響を与えました。 

市民は、この大規模災害の経験により、防災または減災の重要性を改めて認識し、

危機管理への意識も大きく高まりました。そして、自ら身を守ることや家庭における

災害への備え、あるいは地域における助け合いなど、災害を通して家庭や地域につい

て改めて考える契機となりました。 

そこで、今期の札幌市社会教育委員会議では、テーマを「地域課題に対応する社会

教育の在り方について～災害の経験から考える～」として、災害を切り口に地域課題

への対応について協議することとしました。 

本報告書は、令和元年７月より２年間にわたる協議を通して、今後、社会教育が取

り組むべきことについてまとめたものです。 

札幌市の社会教育施策の推進に、この報告書をぜひ役立てていただければ幸いです。 

 

令和３年６月 

札幌市社会教育委員一同 
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１ 協議テーマについて 

近年は全国各地で様々な自然災害が起きており、平成 26年９月 11日の豪雨の際

には、札幌市にも初めて大雨特別警報が発令され、道路の冠水や床下浸水などの物

的被害が発生しました。さらに、平成 30 年９月６日未明に発生した北海道胆振東

部地震では、札幌市内においても観測史上初めての震度６弱を記録し、その後に発

生した北海道内全域の停電は市民生活に大きな影響を及ぼしました。 

これまで札幌市は比較的災害が少ないまちというイメージがありましたが、昨今

の全国的に大規模な風水害が頻発している現状から、災害はいつどこででも起こり

得るという意識が市民の間に醸成されてきています。地震などの自然災害の発生を

防ぐことはできませんが、被害を最小限にとどめるための「防災・減災」の重要性

が改めて認識されてきています。 

令和２年１月には、国内において新型コロナウイルス感染症の最初の感染者が確

認されるなど、新たな災害に直面しました。この感染症拡大に伴う甚大な影響は

人々の生命や生活のみならず、経済、社会、国際政治、経済秩序、さらには人々の

行動・意識・価値観にまで多方面に波及しつつあります。 

新型コロナウイルス感染症が急激な勢いで世界に蔓延する中、札幌市においても

令和２年２月 14 日に市内最初の感染例が発生して以来、市民、事業者、医療機関

をはじめ、全市を挙げて感染拡大防止に取り組んでいるところです。 

さらに、社会教育の分野においても、この新型コロナウイルス感染拡大の影響を

受け、今まで行ってきた取組を見直さざるを得ない状況となり、今後コロナ禍にお

いて、「新しい生活様式」の定着が進む中、「新たな日常」の実現に向けた、地域社

会づくりが求められており、これまで対面を主としていた社会教育の在り方が問わ

れていると言わざるを得ません。 

一方、地域に目を転じると、社会的変化を背景に地域が抱える課題も以前に比し

て多様化していると言えます。こうした地域課題に対して、社会教育行政はもとよ

り、その他の行政分野においても課題解決へ向けた多様な施策に取り組んでいます。 

また、地域においては、行政以外にも、課題解決に意欲的に取り組むＰＴＡ等の
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社会教育関係団体やＮＰＯも存在しています。さらには、学校や企業なども地域貢

献・社会貢献として様々な活動を展開しています。 

社会教育行政は、地域課題の解決に向けて主体的に行動する人材の育成を通して、

より安全で住み良い地域づくりを実現していくため、「人づくり」・「地域づくり」を

重要な責務として貢献してきました。 

このたびの北海道胆振東部地震を経験したことで、市民には「防災・減災」など

の災害に対する意識が高まっており、多様化・複雑化する地域課題に対して、地域

住民自らが向かい合うことの重要性も指摘されています。災害に対峙する人や地域

を如何に育てるか、まさに社会教育の責務である「人づくり」「地域づくり」と言え

ます。 

そこで、今期の協議テーマは「地域課題に対応する社会教育の在り方について～

災害の経験から考える～」と設定しました。「災害」はあくまでも地域課題の一つで

ありますが、災害の経験から見えてきた様々な課題やそれへの対応策は、他の地域

課題においても重要かつ有用なことであると言えます。社会教育によって災害の発

生を未然に防ぐことはできませんが、人や地域が災害とどのように向き合うか、災

害による被害を最小限に抑え、さらなる人災を起こさないために、社会教育として

何ができるのか協議いたしました。 
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２ 災害の経験から見えてきた現状と課題 

  災害の経験から見えてきた札幌市の現状と課題について、「平成 30年北海道胆振

東部地震検証報告書」と各委員の経験を元に整理しました。 

 (1) 災害に対する市民の意識と行政の取組  

  ① 災害に対する市民の意識 

ア 平成 30年北海道胆振東部地震検証報告書（平成 31年３月）より 

・札幌市が実施する防災訓練や講演会などの防災関連事業へ参加したことが

ある（参加したい）が、地震発生前 20.2％に対し地震発生後 58.4％に増

加。 

⇒（考察）地震以降、災害に関する学習ニーズは増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【札幌市 平成 30年北海道胆振東部地震検証報告書 Ｐ７】 
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・地震発生時において必要とした情報：停電、復電情報 82.8％ 

・情報の入手手段としては停電中、ラジオが最も高く 68.1％。復電後、テレ

ビが最も高く 90.9％。 

・携帯電話、タブレット、ノートＰＣ等によって情報を得ていた人は停電中

52.8％、復電後 52.5％（そのうち Twitter等の SNSによって情報を得てい

た人：33.2％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【札幌市 平成 30年北海道胆振東部地震検証報告書 Ｐ４】 
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・地震発生後の札幌市の対応に対する評価のうち改善すべき点は「停電の復

旧見込み等を含む情報発信の遅れ、不足」441件、「札幌市が何をしている

かわからなかった」225件、「デマ情報等への対応」34件。 

⇒（考察）スマートフォン等の普及により「いち早く情報を知る」ために

最も利用するメディアはインターネット。ただし、「信頼できる情報を得

る」ために最も利用するメディアはテレビ・ラジオ。 

 

イ 市民から寄せられた意見や新聞報道等による指摘 

    ・交通機関の運行や避難所開設の状況など、外国人観光客に対して必要な情

報を十分に提供することができていなかった。 

    ・要配慮者から、避難所の場所を知らない、分からないという話を多く受け

た。 

    ・要配慮者の家族からは、避難所となる体育館のような場所に、障がいのあ

る方が馴染めるか不安という意見を聞く。 

    ・マンションで暮らす耳が不自由な夫婦に対し、普段の近所付き合いがない

にも関わらず、心配して声をかけてくれた住民がいた。災害は近隣の住民

同士をつなげる契機にもなったが、普段から関係ができていれば、よりス

ムーズな協力が可能となるだろう。 

   ウ 市民意識調査より（平成 31年３月実施） 

・地域の交流、ふれあいができる機会という言葉のイメージ（複数回答可）。 

     「町内会等の地域での活動」：61.2% 「ご近所付き合い」：41.0％ 

    ・『地域の方と身近に交流・ふれあいができる機会』がないと感じている人：

49.0％ 

・『参加したいと思える交流・ふれあいの機会』がないと感じている人：48.1％ 

・『地域の方と身近に交流・ふれあいができる機会』に参加したことがない

人：50.7％ 

⇒（考察）町内会活動や近所付き合いなど地域の身近な交流の機会がなく
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参加したことがないという人は約半数 

  ② 災害に関する行政の取組 

    危機管理対策室では、出前講座1を開催し、市民への情報提供と対話の一環と

して地域に出向き実施する施策や事業の説明を行っています。また、緊急情報

や避難場所、安否情報など防災情報を集約したスマートフォン用の札幌市防災

アプリ「そなえ2」で災害に関する情報が配信されています。 

    教育委員会では、札幌市生涯学習センターで実施している学習機会提供事業

「さっぽろ市民カレッジ」における、ファシリテーターやボランティア養成講

座、地域の課題解決への主体的な取組や、まちづくりへの参画を促すリーダー

の育成を図っています。一方、各区においても町内会の自主防災活動の中心的

な役割を担う防災リーダーを育成するための「防災リーダー研修」が開催され

ています。 

    また、災害に関する資料として、「地区防災計画作成事例集3」（危機管理対策 

室）や「災害時支え合いハンドブック4」（保健福祉局）も発行されています。 

 (2) 現状から見えてきた社会教育の課題 

こうした災害に対する課題を整理する中で、見えてきた対応策は、他の地域課

題を解決することにもつながり、応用することが可能と考えました。 

   そこで、次のとおり、社会教育における課題に対して、参考にできるものを整

理しました。 

  ○ 震災後に防災関連の講座及び参加者数は増加していますが、仕事や家庭の事

情で講座等に参加できない人もおり、学習機会の提供方法が課題と言えます。

併せて、地域住民が自発的に参加したいと思える環境づくりも重要です。 

また、子どもを対象にした防災関連の学びの機会を創出・充実させるととも

に、その学びを通じた子どもから大人への波及・浸透が必要です。   

                                            
1 令和元年度実績／テーマ「災害・危機に備えて～地震・風水害・土砂災害など～」・実施回数 100回 
2 日本語ほか４言語対応 
3 地域コミュニティの防災活動計画（地区防災計画）事例集の発行（令和２年３月） 
4 地域において要配慮者（要配慮者は高齢者、障がいのある方、妊産婦、乳幼児、ケガ病気、外国人等）避難支

援の取組手法などを記載したハンドブックの発行（平成 20年３月発行。平成 30年３月改定） 
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○ インターネットやＳＮＳ等の普及・活用によって、繋がる機会は増加してい

ます。しかし、情報弱者への配慮、情報モラルの教育や情報判断能力の獲得が

課題と言えます。さらには、情報発信力が高い若年層に対して地域活動への参

加を促進することも重要です。 

  ○ 生活スタイルの変化に伴い、町内会活動など身近な交流の場に対する参加が

少なくなっています。世代を超えたコミュニティの再構築や生活スタイルの変

化に対応した新たなコミュニティの形成が必要です。また、地域住民がお互い

に関心を持ち顔見知りが増えるようなきっかけづくりのほか、人と人とのつな

がりや地域の団体・組織と行政との連携・協働の強化が求められます。 

   ○ まちづくりに参画できるリーダーや担い手を育成するために、ファシリテー

ターやボランティアなどの養成講座を実施することが必要です。また、育成し

た人材が活躍できる機会の提供や、様々な分野のリーダーが情報共有できるネ

ットワークの構築も重要です。さらには、長期的な視点に立ち、子どもたちが

将来の担い手となれるようなきっかけづくりも必要です。 

   ○ 防災用キットの購入など、日常的な備えを意識する人は増えていますが、平

常時から防災意識を高めるため、地域における防災教育の機会の提供が必要で

す。また、住民がお互いに助け合う意識の醸成に取り組むことも重要です。 

○ 行政の支援が間に合わない災害が発生した直後は、身近な人（地域や職場な

ど）の支え合いが必要となります。そのため、地域における要配慮者への理解

や気付きの視点から地域を知る取組が重要です。また、誰もがお互いに認め合

い、それぞれの立場で理解し合えるきっかけづくり、すなわちマイノリティに

対する理解、意識の浸透が求められます。 
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３ 課題解決に必要な視点と方向性 

社会教育は、個人の成長と地域社会の発展の双方に重要な意義と役割を持つもの

であり、その要となるのが学びの場を通じた住民相互のつながりです。人口減少や

コミュニティの衰退を受けて、住民参画による地域づくりがこれまで以上に求めら

れる中、社会教育を基盤とした「人づくり」・「つながりづくり」・「地域づくり」の

重要性は地方行政全体を通じてますます大きくなっていることが指摘されていま

す5。これらの３つの視点は、今期のテーマにおいても課題解決のために重要かつ必

要な視点であるとともに、社会教育の根幹とも言えるものです。 

この章では、３つの視点である「人づくり」・「つながりづくり」・「地域づくり」

を踏まえ、課題解決の方向性を以下の６つに整理しました。 

 

 【方向性１ 一人ひとりが「自分ごと」として捉えるようになること】 

〇 行政にできることは、「人を育てる」、「地域を育てる」ことだと考えます。その

ためには、住民が自分たちで正解を見つけ出せるよう、試行錯誤しながら考えて

いける場（プラットホーム）の環境を整えていくことが求められています。 

〇 事故や災害が起きたとき、自ら行動できるような意識を育むことが、これから

子どもたちを育てていくうえで大切なことであり、住民自らの意識や行動を変え

ていくことを支えるのが社会教育行政の大切な役割です。 

 

 【方向性２ 孤立を生み出さない学び】 

 〇 災害に対応するためには、平常時からアンテナを張って、周囲の人や行政等と

つながっておくことが重要です。 

 〇 災害が発生することで、地域の課題が浮き彫りになってきます。そのため、災

害について考えることは、地域をつなぎ直すヒントを得たと捉えることもできま

                                            
5 「人口減少時代の新しい地域づくりに向けた社会教育の振興方策について」（平成 30年 12月・文部科学省中

央教育審議会答申） 

 



- 10 - 

 

す。 

〇 市民が日々の生活や問題に対して、個人や身近な人たちとの関わりの中でどう

向き合うかだけでなく、社会や行政に対しても意見を述べ、議論をしながら実践

的に提案していく、そうした力を付けることを支えるのが社会教育の役割です。 

 

【方向性３ 大人と子どもがつながる学び】 

○ 子どものうちから地域の中で様々な活動を体験することは、将来的に地域を担

う人材を育てることにつながると考えます。そのためには、大人が子どもを巻き

込み、地域活動の楽しさを伝えながら、地域を想う気持ちを育むことが大切です。 

〇 子どもの学びが家庭や大人に浸透するような機会の創出が非常に重要であり、

社会教育として、子どもの学びを大人へ伝播・波及するような場を提供していく

必要があります。 

 

【方向性４ 多様な人材のネットワーク構築】 

〇 防災は全ての人に共通するテーマであるため、それをきっかけに住民が集まる

ことで地域の力を強くすることが可能と考えます。 

〇 札幌市における地域の拠点としては、区民センターや地区センター、コミュニ

ティセンター、公民館等が想定されますが、それらの施設に配置されている社会

教育の専門的な知識や技術を有する人材が、住民らの活動を支援するのが社会教

育行政の役割です。 

〇 地域には顕在化していないリーダーとなり得る人材が多くいます。育成だけで

はなく、行政とつながり、活発に活動を展開できる環境整備を考える必要があり

ます。 

 

【方向性５ 身近な学習環境の充実】 

〇 住民の生活スタイルの変化に合わせ、町内会のような形だけではなく、地域の

中で気軽に交流できる場をつくることが防災に有効だと考えます。 
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〇 そのため、学校に限らず、必要な時に集まることのできる場所の共通理解や、

顔見知りを増やす環境を整えることが必要です。 

 

【方向性６ 民間等の現有資源の有効活用】 

〇 地域における希薄な人間関係が問題視されていますが、その一方で繋がるため

のツールの選択肢は増えています。これからは町内会や自治会等の地縁のみに拘

ることなく、多様なコミュニティを認めるとともに、地域のために活用すること

が必要です。 

〇 若者は、ＳＮＳ等で多様な人たちとつながっています。災害時には、こうした

近隣地域以外のつながりの方が、支援の力となることも考えられます。これから

は、地域内の民間等の多様な団体組織とのつながりはもとより、地域を超えたつ

ながりも重要です。なお、その際には、対面によるつながりだけではなく、オン

ラインによる新たなつながりの形も考えていく必要があります。 
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４ 提言 ～地域課題に対峙する明日の地域のために～ 

前章では、課題解決に必要な視点と方向性を示しました。 

ここでは、その方向性から、今後の具体的な取組について提案します。 

 

 (1) 地域におけるリーダーの発掘・養成 

   地域において、災害等の解決が容易でない課題に取り組むためには、多様な人

材の連携・協働が必要です。地域には、自分が住むまちのことを熟知し、様々な

分野で活躍している人材が既に存在しています。課題を解決するためには、それ

らの地域に根差したリーダーを発掘し、連携・協働して取組を進めることが大切

です。また、地域をまとめ、主体的に活動できるリーダーを増やしていくことも

重要です。 

 

  ① リーダーの発掘 

    年代に捉われず、様々な能力のある多様な人材の把握に努め、リーダーとな

り得る人材を発掘するとともに、それらの人材の知識や経験が、地域の財産と

して共有されるよう、地域活動に参加する契機となる場を提供することが必要

です。また、こうした人材を発掘するためには、地域で活躍している人材の様

子が住民に見えるように、町内会やＮＰＯ、地元企業等での情報交換や情報交

流の促進が必要です。 

  ② リーダーの養成 

    生涯学習センターが中心となって、各区の地区センターやまちづくりセンタ

ー等との連携を図り、リーダー養成のための研修を定期的に開催することが必

要です。また、「社会教育士6」の称号取得を奨励し、地域の中で社会教育の専

門的な知識・技術を有する人材を増やしていくことも期待します。 

                                            
6 社会教育主事講習等規程の改正により、講習の修了証書授与者が「社会教育士（講習）」と、養成課程の修了

者が「社会教育士（養成課程）」と称することができることとなった。「社会教育士」には、講習や養成課程の学

習成果を活かし、ＮＰＯや企業等の多様な主体と連携・協働して、社会教育施設における活動のみならず、環境

や福祉、まちづくり等の社会の多様な分野における学習活動の支援を通じて、人づくりや地域づくりに携わる役

割が期待されている。 
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  ③ 多様なリーダーのネットワークの構築 

    様々な活動分野のリーダーが相互に交流することにより、多様な視点から地

域を考えることができます。地域で活躍するリーダー等の多様な人材が交流す

ることのできる機会を期待します。 

 

 (2) ＩＣＴ活用の推進 

   インターネットの進展に伴い、パソコンやスマートフォンなどが身近な存在に

なる中、災害等の緊急時においても重要なツールとなっています。これからの社

会においては、スマートフォンなどのＩＣＴツールを扱うスキルを獲得すること

が重要です。 

   また、ＩＣＴを活用することで、地縁に限らない、新たなつながりを構築する

こともできます。様々なつながりの中においては、多様な意見や多様な暮らしを

知ることで自分たちの住んでいる地域を見直すきっかけとなり、自分たちの暮ら

しを豊かにする学びを進めていくことが大切です。 

 

  ① ＩＣＴに係る学習機会の充実 

    ＩＣＴの活用能力を身につける機会が少なかった住民に対し、生涯学習セン

ター等が中心となり、身近な施設を活用して学習できる環境を提供することを

求めます。 

    また、ＩＣＴの利用促進は、高齢化する町内会活動の業務の軽減にもつなが

ります。町内会におけるＩＣＴの推進をサポートするため、生涯学習センター

にヘルプデスクや相談窓口機能を持たせることが必要です。 

    さらに、ＩＣＴの推進を通して、オンラインによる学習機会の提供を充実さ

せることにより、これまで地域活動に参加する機会が少なかった若い世代や要

配慮者等に対して、学習参加を促進することが期待できます。 

  ② ＩＣＴを活用した新たなネットワークの構築 

    ＩＣＴを活用し、地域を超えたネットワークを構築することで、様々な活動
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を行っている多様な人材や団体（ＮＰＯや民間企業等）とつながることができ

ます。こうしたネットワークは、新たな情報の入手やパートナーとしての協働

活動など、地域課題を解決するための大きな力となることが期待できます。 

 

 (3) 情報の格差や情報による世代間分断の解消 

   ＩＣＴの有効性については、とりわけ災害時において数多くの報告があります。

北海道胆振東部地震においても、情報伝達において有効に機能しました。 

しかし一方では、情報の価値が高まる社会において、正しい情報を入手できる

人とできない人との格差や、さらには情報によって世代間の分断が広がっている

ことも懸念されます。こうした情報格差の解消は、世代間の距離を縮め、住民の

相互理解を促進し、ひいては災害時の住民の命を守ることにもつながります。 

 

  ① 情報格差を踏まえたネットワークづくり 

    ＩＣＴ活用の推進と並行して、一方では高齢者や障がい者等の情報弱者とな

りえる層を対象に、対面を主としたアナログ的な情報伝達手段の強化を図るな

ど、孤立を生み出さない地域づくりが必要です。 

  ② ＩＣＴに関する学習を通した世代を超えた相互理解 

    ＳＮＳ等のＩＣＴに関する知識やスキルは、世代間で差があることも否めま

せん。特に、子どもたちの中には、大人を超えるスキルを有していることも少

なくありません。従前の大人から子どもへの指導から、子どもたちの発信力や

行動力を活かし、子どもが主体的に大人へ発信できる新たな学習の形として、

ＩＣＴの学習機会は格好のテーマと言えます。 

    そうしたことから、例えば、スマートフォンの使い方等、子どもたちの得意

な分野について、子どもから大人が学ぶような、子どもの力が主体となる新し

い形によるサタデースクール事業の実施を求めます。 

    このような子どもを主役とした地域活動の推進は、世代間の距離を縮め、相

互理解の促進にもつながります。 
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 (4) 多様なボランティアの在り方の推進 

  昨今の災害等において、ボランティアによる支援活動が大きく取り上げられ、

改めてボランティアの意義や必要性が認識されています。ボランティア活動は、

個人の自由意思に基づき行われるものであり、ボランティア活動を推進すること

は、住民が当事者意識を持って地域の課題に主体的に関わり、取り組む意識を育

むきっかけとなります。 

また、多様化する現代社会において、ボランティアの在り方を広範に捉えるこ

とにより、社会の要望を取り入れた活動へと更なる発展が期待できます。 

 

 ① ボランティアに係る学習機会の提供 

ボランティア活動は、誰もが主体的に取り組むことのできる活動です。しか

し、活動のためには、ボランティアについて学ぶ「ボランティア学習」が必要

です。「ボランティア学習」は、地域の課題を自分ごととして捉える意識の醸成

や、地域活動への機運を高めることが可能と考えます。 

一人でも多くの住民が、地域課題を自分ごととして捉えることができるよう

に生涯学習センター等が中心となり、地域や民間が連携した「ボランティア学

習」の推進を求めます。 

また、生涯学習センターには、学習成果の活用としてのボランティアの支援

や研修の充実にも期待します。 

  ② 多様なボランティア活動の推進 

情報通信技術が著しく進展する現代社会において、匿名性と可視性のバラン

スを十分に検討し、誰もが気軽に参加できるボランティア活動の仕組みづくり

が必要です。また、仕事や家事等で忙しく時間的な制約のある住民も、積極的

にボランティア活動へ参加できるよう、参加者の生活スタイルに応じた多様な

ボランティア活動の提案と取組の推進を期待します。 
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おわりに 

今期の札幌市社会教育委員会議は、「地域課題に対応する社会教育の在り方につい

て～災害の経験から考える～」をテーマに、北海道胆振東部地震などの経験から見え

てきた現状と課題を踏まえ、協議をスタートしました。しかし、協議半ばには、新型

コロナウイルス感染症という新たな災害と対峙することを余儀なくされました。この

感染症への対応は、人々の生命のみならず、行動や意識、価値観などにも甚大な影響

を及ぼし、世界的な大流行を契機に、「ニューノーマル」と言われる「新たな日常」が

始まりました。 

「新たな日常」においては、これまで社会教育が大切にしてきた対面や集合による

学習形態も制約され、社会教育にも大きな影響を与えています。まさに、今こそ新た

な日常下における「人づくり」「地域づくり」そして「つながりづくり」を進め、ウィ

ズコロナ・アフターコロナ時代における「新しい社会教育」の在り方が問われている

と言えます。 

地域課題の解決は、社会教育行政だけで成し得るものではなく、地域の住民や企業、

団体との連携・協力をより進めていくことが重要です。ここで提案したことは、札幌

市教育委員会だけではなく、市民や各種の団体・企業等の協力が不可欠です。 

誰もが安全にそして安心して暮らせるまちづくりを進めていくために、一人ひとり

が地域の一員としての自覚を持ち、地域課題に関心を寄せ、力を合わせて、課題解決

に向けて一歩を踏み出すことを期待したいと思います。 

社会環境が大きく変わる中で、本報告書の提案が学び支え合う地域づくりを進めて

いくための一助となることを心より願っています。 
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社会教育委員会議 会議経過 

＜令和元年７月１日～令和３年６月 30日＞ 

協議テーマ：地域課題に対応する社会教育の在り方について 

～災害の経験から考える～ 

 

開 催 日 議     題 

第１回 

令和元年８月 29日（木） 

〇議長・副議長の選出 

〇今期の協議テーマの選定 

〇サッポロサタデースクール事業について 

第２回 

令和元年 11月 22日（金） 

〇テーマについての協議 

 ・今後の協議の方向性について 

〇第３次生涯学習推進構想の実施状況について 

第３回 

令和２年１月 31日（金） 

〇テーマについての協議 

 ・札幌市及び他自治体における地域防災活動にかか

る情報共有 

〇サッポロサタデースクール事業について 

 ・令和元年度実施状況及び令和２年度実施方針案 

第４回 

令和２年３月 19日（木） 

※書面開催に変更 

〇テーマについての協議 

 ・災害に向き合う地域（理想状態）についての意見集

約 

〇令和２年度札幌市教育費予算について 

〇サッポロサタデースクール事業について 

第５回 

令和２年６月 18日（木） 

 

〇テーマについての協議 

 ・第４回会議の意見の共有、確認について 

 ・札幌市の現状の確認、意見出しについて 

第６回 

令和２年８月 28日（金） 

〇テーマについての協議 

 ・中間報告について 

 ・災害から見えてきた現状と課題について 

第７回 

令和２年 10月 30日（金） 

〇テーマについての協議 

 ・社会教育の視点からの課題整理について 

〇第３次生涯学習推進構想の実施状況について 

第８回 

令和２年 12月 15日（火） 

〇テーマについての協議 

 ・提言に向けた意見交換 

第９回 

令和３年１月 29日（金） 

 

〇テーマについての協議 

 ・提言に向けた意見交換 

〇サッポロサタデースクール事業について 

第 10回 

令和３年３月 25日（木） 

 

〇テーマについての協議 

 ・報告書素案について 

〇令和３年度札幌市教育費予算について 

〇サッポロサタデースクール事業について 



 

 

社会教育委員会議 委員名簿 

＜令和元年７月１日～令和３年６月 30日＞ 

 

 氏  名 区 分 所    属 任  期 

議 長 

 

佐久間 章 

 

学識経験者 

札幌国際大学 

スポーツ人間学部 

教授 

令和元年 7月 1日 

～3年 6月 30日 

副議長 

 

鈴木 克典 

 

〃 
北星学園大学経済学部  

教授 

令和元年 7月 1日 

～3年 6月 30日 

委 員 牧内奈保巳 
学校教育 

関係者 

札幌市中学校長会 

（市立手稲東中学校校長） 

令和元年 7月 1日 

～3年 6月 30日 

 

 

土田 修 

 

社会教育 

関係者 
札幌市 PTA協議会 会長 

令和元年 7月 1日 

～3年 6月 30日 

 

 

原田貴代子 

 

〃 公募委員 
令和元年 7月 1日 

～3年 6月 30日 

 

 

山口 久枝 

 

〃 公募委員 
令和元年 7月 1日 

～3年 6月 30日 

 

 

一戸美代子 

 

家庭教育 

関係者 

NPO 法人 あじさいサポー

トネット 代表理事 

令和元年 7月 1日 

～3年 6月 30日 

 

 

安田 香織 

 

〃 
NPO法人 子どもの未来・に

じいろプレイス 代表理事 

令和元年 7月 1日 

～3年 6月 30日 

 

 

臼井 栄三 

 

学識経験者 
北海道教育大学岩見沢校 

講師 

令和元年 7月 1日 

～3年 6月 30日 

 

 

辻 智子 

 

〃 北海道大学大学院 准教授 
令和元年 7月 1日 

～3年 6月 30日 

※所属は令和３年４月 1日現在 

 

 

 

 

 



 

 

参考：文部科学省 中央教育審議会（答申）（平成 30年 12月 21日） 

 

 答申では、地域における社会教育の意義と果たすべき役割として、人づくり、つな

がりづくり、地域づくりの３つの基盤が重要であるとしている。 

 

 出典：文部科学省 ＨＰより 



地域課題に対応する社会教育の在り方について～災害の経験から考える～【概要版】

１．災害の経験から見えてきた社会教育の課題 (一部抜粋)

〇情報弱者への配慮、情報モラルの教育や情報判断能力の獲得が必要。
〇生活スタイルの変化に伴い身近な交流の場に対する参加が少なくなってきていることから、世代を
超えたコミュニティの再構築や、生活スタイルの変化に対応した新たなコミュニティの形成が必要。

〇リーダーや担い手の育成のほか、育成した人材が活躍できる場の提供や、様々な分野のリーダーが
情報共有できるネットワークの構築が必要。

〇子どもを対象にした防災関連の学びを充実させるとともに、その学びが子どもから大人へ浸透する
ような機会の創出が必要。

〇平常時から防災の意識を高め、住民がお互いに助け合う意識の醸成が必要。
〇地域における要配慮者への理解。誰もがお互いに認め合い、それぞれの立場で理解し合えるきっか
けづくり、マイノリティに対する理解、意識の浸透が必要。

■札幌市は比較的災害の少ないまちというイメージであったが、胆振東部地震等の災害を経験した
ことで、市民自らが地域課題に向き合うきっかけとなった。そうしたどの地域にも共通の課題とい
える「災害」の経験をもとに、社会教育が果たすべき役割とは何か、協議することとした。

協議テーマについて

２．課題解決に必要な視点と方向性

３．提言～地域課題に対峙する明日の地域のために～

 社会教育を基盤とした３つの視点

〇社会教育を基盤とした「人づくり」、「つながりづくり」、
「地域づくり」の重要性は地方行政全体を通じてますます大き
くなっており、本協議テーマにおいても、課題解決のために重
要かつ必要な視点であると言える。
※参考【人口減少時代の新しい地域づくりに向けた社会教育の
振興方策について】(平成30年12月・文部科学省中央教育審議
会答申)

★社会教育の根幹である３つの視点を踏まえ、課題解決の方向性を整理した。

地域におけるリーダーの発掘・養成１

主な内容

 ①リーダーの発掘

年代に捉われず、様々な能力のある多様な人材の把握に努め、リーダーとなり得る人材

を発掘し、それらの人材の知識や経験が地域の財産として共有されるよう、地域活動に

参加する契機となる場を提供すること。

 ②リーダーの養成

リーダー養成のための研修を定期的に開催し、地域の中で社会教育の専門的な知識・技

術を有する人材を増やしていくこと。

 ③多様なリーダーのネットワークの構築

様々な分野のリーダーが相互交流することで、多様な視点で地域を考えることができる

ため、地域で活躍する多様な人材が交流することのできる機会を創出すること。

■ 方向性①

 一人ひとりが「自分ごと」として捉

えるようになること

■ 方向性②

 孤立を生み出さない学び

■ 方向性③

 大人と子どもがつながる学び

■ 方向性④

 多様な人材のネットワーク構築

■ 方向性⑤

 身近な学習環境の充実

■ 方向性⑥

 民間等の現有資源の有効活用

人づくり

地域

づくり

つながり

づくり

☞これらの方向性を踏まえ、課題解決に向けた具体的な取組について提言。

ＩＣＴの活用２

 ①ＩＣＴに係る学習機会の充実

ＩＣＴの利用促進は、高齢化する町内会活動の業務軽減にもつながる。またＩＣＴの利

用を通して、これまで地域活動に参加する機会の少なかった若い世代や要配慮者に対し

て、学習参加を促進することが期待できる。

 ②ＩＣＴを活用した新たなネットワークの構築

ＩＣＴを活用し、地域を超えたネットワークを構築することで、多様な人材や団体とつ

ながることができる。こうしたネットワークは、地域課題を解決するための大きな力と

なることが期待できる。

 ①ボランティアに係る学習機会の提供

ボラランティア活動は誰もが主体的に取り組むことのできる活動であり、ボランティア

について学ぶ「ボランティア学習」の推進は地域の課題を自分ごととして捉える意識の

醸成や、地域活動への機運を高めることが期待できる。

 ②多様なボランティア活動の推進

仕事等で忙しく時間的な制約のある住民も、積極的にボランティア活動へ参加できるよ

う、参加者の生活スタイルに応じた多様なボランティア活動を推進すること。

主な内容

情報の格差や情報による世代間分断の解消３

 ①情報格差を踏まえたネットワークづくり

ＩＣＴ活用の推進と並行し、高齢者等の情報弱者となりえる層を対象に、対面を主とし

たアナログ的な情報伝達手段の強化を図ること。

 ②ＩＣＴに関する学習を通した世代を超えた相互理解

子どもたちの発信力や行動力を活かし、子どもが主体的に大人へ発信できる新たな学習

としてＩＣＴの学習機会は絶好のテーマと言える。子どもを主役とした地域活動の推進

は、世代間の距離を縮め、相互理解の促進にもつながる。

主な内容

多様なボランティアの在り方の推進４

主な内容
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